
 

「企業会計基準公開草案第 47 号「包括利益の表示に関する会計基準（案）」等」 

に対する意見 

 

平成 24 年５月 25 日 

日本公認会計士協会 

 

当協会は、このたび公表されました標記公開草案に対して次のとおり意見を申し上げます。 

 

１．本公開草案の取扱いについて（全般） 
（意見） 

当面の間、個別財務諸表には適用しないこととしている本公開草案の取扱いに関して反

対するものではないが、当面の間の取扱いである以上、今後、包括利益の表示が実務に定

着した段階において、再度、個別財務諸表への適用について議論することを要望する。 

（理由） 

現時点において、市場関係者の意見が大きく分かれている状況を考慮したという貴委員

会の提案を尊重するものであるが、連結財務諸表に適用される会計基準については、個別

財務諸表にも適用することが原則と考えられる。 

 

２．個別財務諸表における任意開示の取扱いについて（包括利益会計基準（案） 第 16-2項） 

（意見） 

「本会計基準は、当面の間、個別財務諸表には適用しないこととする。」とされている

が、「本会計基準は、当面の間、個別財務諸表には適用せず、任意に包括利益を表示する

ことも認めないこととする。」と記載することが適当である。 

（理由） 

個別財務諸表において、包括利益の表示に関する任意開示を認めないのであれば、これ

を明確にすべきである。 

 

３．追加のガイダンスの必要性について（包括利益会計基準（案） ） 

（意見） 

簡便的な会計処理として位置付けられている、為替予約等に関して振当処理を採用して

いる場合や金利スワップ等に関して特例処理を採用している場合において、組替調整額の

注記を行う必要があるかどうかについて記載すべきである。 

（理由） 

実務上の混乱を避けるためである。 

 

以  上   
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